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研究要旨 

 

東京電力福島第一原子力発電所（FDNPS）事故により食品の摂取による内部被ばくが懸念され、厚生労働省は

平成 24 年 4 月以降、食品からの内部被ばく線量を 1 mSv/年として、導出された基準値を適用している。この基準

値は、対象となる放射性セシウム(Cs)以外の核種（ストロンチウム-90 (90Sr)、ルテニウム-106 (106Ru)及びプルトニウ

ム （Pu)については、137Cs との放射能濃度比から、これらの核種の濃度を推定し、設定された。当該事業では、食

品中の放射性物質の基準値に対して、国民が安心・安全を得ることができることそして国内の食品の安全に関する

根拠を示すことを目的に、食品中の放射性物質の基準値の妥当性について検証を行なうことを目的とした。令和 3

年度は福島市周辺地域を対象に、令和 4 年度にはいわき市周辺で栽培されているさまざまな作物を網羅的に採

取し、平成 23 年の FDNPS 事故から 10 年以上を経過した作物中放射性 Cs レベルを測定した結果、これまでに得

られた作物中放射性 Cs 濃度と比較し、葉菜類と果菜類で近年の濃度の減少傾向を確認した。また、安定 Sr 濃度

から予測した 90Sr 濃度は、全て 0.3 Bq/kg-生重量を下回る値であった。本評価において設定した年齢性別区分の

中で、農作物摂取による放射性セシウム（134Cｓと 137Cs の合計値）による被ばく線量の推定結果が最も高かった年齢

性別区分は【13-18 歳男子】で、その推定値は 0.0010 mSv/年であった。本研究では、測定結果から得られた放射

性核種濃度の食品を、摂取する食品全体の 1/2 と仮定しており、実際に摂取される食品はより広範囲から購入され

ること、また調理加工に伴う放射性 Cs 濃度の減少は考慮していないなど安全側に評価しており、実際に摂取する

放射性 Cs 濃度は本評価より減少すると考えられる。また、90Sr による被ばく線量の推定結果が最も高かった年齢性

別区分は【13-18 歳男子】で、その推定値は 0.00082 mSv/年であった。なお、この線量の大部分が大気圏核実験

由来の 90Sr によるものと考えられる。令和 4 年 12 月に福島相双海域で採取され、市場流通する魚類 2 種を入手

し、個体ごとに部位別の測定を行った。魚類 2 種の可食部位中のセシウム-134 (134Cs)濃度は検出下限値以下で、

セシウム-137 (137Cs)濃度は、福島県が実施しているモニタリングの検出下限値の 10 Bq/kg-生重量よりも 1桁小さ

い濃度であった。個体間による大きな濃度のばらつきも認められなかった。海水魚中の 90Srや 239+340Pu 濃度は検出

下限値以下であった。魚類の生息環境の海水中放射性物質濃度とその濃縮比を用いて魚類中の 90Sr や 239+340Pu

濃度を推定したところ、いずれも検出下限値以下の実測できない濃度であり、海水魚中の放射性物質濃度はその

生息環境を反映していることが明らかとなった。海産魚類（全体）中の 137Cs 濃度に対する 90Sr 及び 239+240Pu 濃度の

割合は、1％程度であり、食品の放射性物質の基準値の算出基準の考え方に対して 90Sr 及び 239+240Pu 濃度が放射

性物質の基準値に影響を与えないことが確認できた。さらに放射線防護や食品安全等に関連する国際機関およ

び諸外国から公表されている資料や論文等の文献を調査し、放射性 Cs に対する基準値・規制値のみを抜粋し、

基準値設定の基礎となった線量基準や汚染率、さらに消費量の少ない食品の設定等についてまとめた。 
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A. 研究目的 

東京電力福島第一原子力発電所 (FDNPS) 事故により

食品の摂取による内部被ばくが懸念された。厚生労働省は

平成24 年4 月以降、介入線量レベルを 1 mSv/年として導

出された新たな基準値を適用した。新たな基準値の導出に

おいては、放射性セシウム(Cs)濃度について基準値（「一般

食品」では 100 Bq/kg、「乳児用食品」及び「牛乳」では、50 

Bq/kg）を設定し、その他の核種については、原子力安全・

保安院（当時）が平成23 年6 月に公表した放出量試算値

のリストに掲載された核種のうち、半減期が１年以上である

ストロンチウム-90 (90Sr)、ルテニウム-106 (106Ru)、プルトニウ

ム(Pu)を規制対象核種として、放射性Cs との濃度比を推定

することにより、その線量への寄与を考慮している。また、

これらの規制対象核種以外は、モニタリング結果や核分裂

収率、物理的半減期等から、放射性Cs に比べて線量の寄

与が無視し得る程十分に小さいと考えられ、規制対象核種

には含まれていない。 

内部被ばく線量に対する放射性Cs 及びその他の核種

の寄与率は、環境モニタリングによる土壌中放射性核種濃

度や、これまでの環境移行パラメータによって推定されて

おり、その評価は十分安全側と考えられるが、実際に食品

中濃度を測定した結果に基づくものではない。そのため、

食品について測定及び評価を行い、内部被ばくに対する

主要核種の寄与率の状況を把握する必要がある。 

本研究では食品（農水産物等）中の放射性Cs 及びその

他の長半減期放射性核種の濃度変化について調査を行

い、基準値作成に用いられた濃度比との比較や食品の摂

取に起因する内部被ばく線量に対する放射性Cs の寄与

率の推定から、介入線量を 1 mSv/年とした食品中の放射性

Cs 濃度基準値の妥当性の検証及び食品中に含まれる放

射性物質の濃度等に関する科学的知見の集約を行うことを

目的とした。 

 

B. 研究方法 

1. 農作物中Cs と長半減期核種の濃度測定に関する研究 

いわき市内の産地直売場において 111 試料の作物を、

令和4 年4 月26日から令和4 年11 月22日に採取した。

穀類、豆類などを除く作物は、原則水洗いした後、傷んで

いる部分，皮などの非可食部を取り除いた。その後、賽の

目状にカットし、玄米、葉菜類、豆類などは 70℃で 1週間

ほど熱乾燥、比較的糖分の多い果実類、果菜類などは 2

週間ほど凍結乾燥した後、粉砕・混合した。ハチミツは、前

処理せずそのままの状態で測定した。乾燥粉砕試料をプラ

スチック容器（U-8）に詰め測定した。玄米は，2 Lマリネリ容

器に詰めて測定した。Ge 半導体検出器を用いてセシウム-

134（134Cs）、セシウム-137 （137Cs）及びカリウム-40（40K）濃度

を求めた。また、一部試料の 90Sr 濃度は、安定Sr 濃度を測

定した後、平成27 年から令和元年までに本課題で得られ

ている浜通りで採取された作物中 90Sr/Sr 比から類推した。 

   

2. 水産物食品中の放射性物質濃度等に関する研究  

福島県水産海洋研究センターと相馬双葉漁業協同組合

の協力を得て、令和4 年12 月14日に福島相双海域で採

取し、市場に流通する魚類2 種（スズキ及びブリ（小型））を

本研究の対象とした。魚類の灰試料を作成し、Ge 半導体検

出器（GX2019）を用いて、γ 核種の測定を行った。またこれ

までに採取した魚類試料を用いて、90Sr や 239+240Pu の定量

を行い、放射性Cs に対する濃度比について調査を行っ

た。 

 

3. 食品中放射性Cs 濃度基準値の妥当性検証及び被ばく

線量評価 

農作物の摂取に起因する放射性Cs 及び 90Sr による内

部被ばく線量をそれぞれ推定し、比較検討するとこを目的

としている。今回の研究では、農作物中 90Sr 濃度の推定の

ために安定Sr 濃度を測定するとともに、分担研究1.にお

いて測定された放射性Cs 濃度及び推定された 90Sr 濃度

を用いて、農作物の種類ごとの被ばく線量を推定した。な

お、内部被ばく線量評価のための線量係数は、ICRP 

Publication No.72 に記載されている経口摂取に係る内部被

ばく線量係数を用いた。 

 

4. 食品中放射性物質濃度と食品摂取に伴う内部被ばく線

量の評価等に関する知見の評価検討  

放射線防護や食品安全等に関連する国際機関および諸

外国から公表されている資料や論文等の文献を調査し、放

射性Cs に対する基準値・規制値のみを抜粋し、基準値設
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定の基礎となった線量基準や汚染率、さらに消費量の少な

い食品の設定等についてまとめた。 
 
C. 研究成果 
1. 農作物中Cs と長半減期核種の濃度測定に関する研究 

一部試料について、137Cs と 40K 濃度を外部機関による

測定値とクロスチェックした結果、両者の値はよく一致して

いた。玄米、芋類、葉菜類、根菜類、豆類、果菜類（果実類

を含む）、穀類、種実類及びその他作物137Cs 濃度は、0.41 
± 0.29（n=4）、0.13 ± 0.05（n=7）、0.59 ± 2.08（n=44）、0.05 ± 
0.03（n=7）、0.54 ± 0.34（n=4）、0.12 ± 0.14（n=33）、0.32 
(n=1)、1.43 (n=1)及び 3.03 ± 6.59（n=10） Bq/kg-生重量であ

った。基準値を超える作物はなかったが、原木で栽培した

シイタケ（2022-P60）の 137Cs 濃度が、21 Bq/kg-生重量と最も

高い値であった。 
作物中Sr 濃度から類推した 90Sr 濃度は、全て 0.3 Bq/kg 

-生重量以下（n=16）ときわめて低い濃度にあった。   
 
2. 水産物食品中の放射性物質濃度等に関する研究   
令和4 年12 月に入手した水産物中の放射性Cs 濃度測

定の結果、134Cs は検出下限値（2 mBq/kg-生重量）以下であ

った。スズキ及びブリの可食部の 137Cs 濃度平均（濃度範

囲）は、それぞれ 0.74 Bq/kg-生重量( 0.56-0.96 Bq/kg-生重
量)及び 0.37 Bq/kg-生重量 (0.22-0.63 Bq/kg-生重量) であ

った。海水中の 134Cs 濃度は検出下限値以下であった。
137Cs 濃度範囲は、1-4 mBq/L であった。 
 
3. 食品中放射性Cs 濃度基準値の妥当性検証及び被ばく

線量評価 
本評価において設定した年齢性別区分の中で、農作物

摂取による 134Cs による被ばく線量の推定結果が最も高か

ったのは【13-18歳男子】で、その推定値は 0.000038 mSv/
年であった。137Cs による被ばく線量の推定結果が最も高か

った年齢性別区分は【13-18歳男子】で、その推定値は

0.00096 mSv/年であった。放射性Cs による被ばく線量

（134Cｓと 137Cs の合計値）の推定結果が最も高かった年齢

性別区分は【13-18歳男子】で、その推定値は 0.0010 mSv/
年であった。また、９０Sr による被ばく線量の推定結果が最も

高かった年齢性別区分は【13-18歳男子】で、その推定値は

0.00082 mSv/年であった。いずれについても、介入線量レ

ベルである 1 mSv/年を大幅に下回っていた。 
  

4. 食品中放射性物質濃度と食品摂取に伴う内部被ばく線

量の評価等に関する知見の評価検討 
汚染率は、調査した国際機関および諸外国のうち、

Codex、IAEA、EU では、一般的な食品に対する値として

0.1 が採用されていた。0.1 の根拠として、Codex では FAO
の統計データから算出された世界各国の主食の平均輸入

率10％を挙げており、EU では、チェルノブイリ事故の経験

を踏まえた値としていた。米国、カナダについては、一般

的な汚染率0.1 に追加係数（米国：3、カナダ：2）をかけるこ

とにより、特定地域の食糧供給により依存している集団を考

慮するという方法がとられていた。追加係数がどのように決

定されたかについては、情報を得ることができなかった。

少量消費食品への対応では、EU、米国、カナダ、ベラル

ーシで、一般的な食品の基準値の 10倍の値が少量消費

食品の基準値として適用されていた。これは、Codex や

IAEA、EU の勧告を参考にしたものであった。EU につい

ては少量消費食品のリストが示されており、少量消費食品

の基準値が適用される食品が明確になっていたが、それ

以外の国際機関および国については、香辛料などが例示

してあるのみで、具体的な適用食品は示されていなかっ

た。一方、ロシアやウクライナにおいては、少量消費食品

に対して希釈係数を用いるというような対応はとられておら

ず、食品を細かく区分し、食品区分ごとに異なる基準値が

設定されていた。ノルウェーにおいては、チェルノブイリ事

故後の対応として、事故後に設定された基準値をトナカイ

生産者の生活や民族の文化を守る観点から見直し、トナカ

イ肉等の基準値の引き上げが行われた。一般的なノルウェ

ー人のトナカイ肉消費量は少ないことから、この基準値引

き上げは正当化されている。なお、トナカイ肉等の消費が

多い集団に対しては、食事への助言や被ばく状況把握の

機会が与えられるなど、特別な配慮がなされていた。 
 
D. 考察 
1. 農作物中Cs と長半減期核種の濃度測定に関する研究 
本課題において、平成24 年から令和3 年に測定したデ

ータと令和4 年に測定したデータを比較すると、芋類で令

和3 年（福島市周辺）の値より有意に低く、果実で平成24
年（福島市周辺）及び令和3 年（福島市周辺）より有意に低

い値であった。現在シイタケ栽培用のほだ木は福島県外産

を用いているが、原木栽培のシイタケ（2022-P60）について

は、若干高い値（137Cs 濃度： 23 Bq/kg-乾燥重量）にあっ

た。また、自生と思われるシドケ（2022-P18）の 137Cs 濃度も
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12 Bq/kg-生重量と他の葉菜類より高い値にあった。圃場に
おいては表土の剥ぎ取り除染や、K施用による低減化対
策が十分に実施されているため、作物中放射性Cs濃度は
基準値を十分に下回っている。一方で、表土剥ぎ取りなど

の十分な除染が実施されていない地点から採取される山

菜などの自生植物中放射性Cs濃度については今後も注
視していく必要がある。また、作物中 90Sr濃度は極めて低
い濃度であることが確認された。 
 
2. 水産物食品中の放射性物質濃度等に関する研究 
令和4年12月に福島相双海域で採取したスズキ及び
ブリから 134Csは検出されなかった。FDNPS事故時に環境
へ放出された 134Csと 137Csの放射能比は概ね 1：1であっ
たことから、137Cs濃度から理論上の 134Cs濃度（減衰補正し
た濃度）に換算すると 134Cs濃度は検出下限値以下となっ
た。つまり対象とした水産物試料を減容しても測定が出来

ないほど 134Cs濃度が低いことが明らかとなった。魚類生息
環境の海水中の 137Cs濃度とCsの魚類の濃縮比から推定
した魚類中の 137Cs濃度範囲に、実測した魚類中の放射性
Cs濃度があり、これは環境水濃度を反映していたことが明
らかとなった。アラ部中の 90Sr濃度の分析を行ったが、検
出下限値（0.02 Bq/kg-生重量）以下であった。海産魚類の
Sr濃縮比（CR）3を用いて、海水中の 90Sr濃度から魚類可
食部中の 90Sr濃度を推定すると、0.0025-0.0005 Bq/kg-生
重量で、これは実測できる検出下限値の 0.02 mBq/kg-生重
量以下となることを示しており、概ね魚類中の 90Sr濃度も環
境水濃度を反映していたことが考えられる。内蔵部中の
239+240Pu濃度は、検出下限値（0.0008 Bq/kg-生重量）以下で
あった。同様に、海水中の 239+240Pu濃度と海産魚類のPu
濃縮比（CR）40 を用いて、魚類可食部中の 239+240Pu濃度を
推定すると、0.002 Bq/kg-生重量となる。この値は 239+240Pu
濃度の検出下限値以下である。魚類中の 239+240Pu濃度も環
境水濃度を反映していたことが考えられる。 
 
3. 食品中放射性Cs濃度基準値の妥当性検証及び被ばく
線量評価 
134Csによる被ばく線量は、13７Csに比べて 1/10以下であ
り、十分に低いレベルになっている。 
137Csによる被ばく線量は、「穀類」と「コメ」の合計が全般
的に高くなっているが、「穀類」と「コメ」について、「穀類」の

多くは輸入された小麦と考えられ、また国内産の麦類に占

める福島県産の割合は極めて小さい。このため事故に起

因する穀類の摂取による被ばく線量は極めて低いと考えら

れる。また、本評価では玄米中濃度を使用しているが、精

米により放射性Cs濃度は減少するため、白米を摂取した
場合には被ばく線量は本評価よりも低くなる。したがって、

「穀類」と「コメ」による実際の線量は本推計値よりも低いこと

が考えられる。また、実際に消費される食品はより広範囲の

産地から購入されるため、被ばく線量は本評価値より低くな

っていると考えられる。 
本評価では調理加工に伴う放射性Cs濃度の減少は考慮
していないが、調理加工によって実際に摂取する放射性

Cs濃度は減少する影響も考えられる。 
90Srによる被ばく線量について、今回検出された 90Srの多
くは大気圏核実験由来と考えられる。よって、事故由来の
90Srによる被ばく線量はこの評価結果よりも十分に低いと考
えられる。 
 
4. 食品中放射性物質濃度と食品摂取に伴う内部被ばく線
量の評価等に関する知見の評価検討 
汚染率が示されていたCodex、IAEA、EU、米国、カナ
ダのうち、Codex、IAEA、米国では、すべての食品に対し
て一律の汚染率を適用していた。一方、EUおよびカナダ
については、乳児用食品（EU）、生乳（カナダ）に対しては、
一般的な食品より高い汚染率が適用されていた。これは、

日本の基準値策定時に考慮されたのと同様に、乳幼児に

対して放射性物質の影響が成人よりも大きい可能性がある

ことを考慮した対応であると考えられた。一般的な汚染率

は 0.1とされていたが、米国やカナダにおいては、自国の
状況や考え方を反映して、独自に追加係数を設定して、基

準値を導出していた。Codexガイドラインでは、汚染率0.1
という仮定が適用できないような状況においては、自国の

領土内で使用するために異なる値を採用することを認める

とされており、米国やカナダの対応は妥当であると考えら

れた。少量消費食品に対する対応では、一般的な食品の

基準値の 10倍の基準値とする対応をしている国と、食品区
分を細かく設定し、区分ごとに異なる基準値を設定する対

応を取っている国があった。少量消費食品に該当する具体

的な食品が示されているのはEUのみであり、その他の国
においては、具体的にどのような食品に対して少量消費食

品の基準が適用されているか不明であった。基準値や汚

染率の値、少量消費食品への対応等は、国際機関および

国によって異なっており、国際機関の勧告等に準拠しつ
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つ、それぞれの国の状況や考え方を反映した対応がとら

れているようであった。 

 

E. 結論 

1. 農作物中Cs と長半減期核種の濃度測定に関する研究 

いわき市周辺で栽培されている作物（111 試料）を直売場

で採取し、放射性Cs 濃度を測定した結果、基準値を超え

る作物はなかった。作物種毎の 137Cs 平均濃度は、1 Bq/kg-

生重量以下であり、沈着量が比較的高かった浜通りであっ

ても、表土剥ぎ取り除染やカリウムの施用により、作物中放

射性Cs 濃度は十分に低い値であることが再確認された。 

 

2. 水産物食品中の放射性物質濃度等に関する研究 

福島相双海域で採取し、市場流通する魚類の可食部の
134Cs 濃度は検出下限値以下で、137Cs 濃度範囲は 1.8-3.3 

Bq/kg-生重量であった。魚介類が生息する福島沿岸にお

ける海水中の放射性Cs、90Sr 及び 239+240Pu 濃度から海洋

生物への濃縮比を用いて魚類中の放射性Cs、 90Sr 及び
239+240Pu 濃度の推定を行った。放射性Cs は概ね同じ濃度

範囲で、90Sr 及び 239+240Pu は実測できない検出下限値以

下であった。つまり魚類中のこれら放射性物質濃度は環境

水を反映していることが確認された。海産魚類（全体）中の
137Cs 濃度に対する 90Sr 及び 239+240Pu 濃度の割合は、1％

以下であり、食品の基準値の算出基準の考え方に対して影

響を与えないものであることが確認した。 

 

3. 食品中放射性Cs 濃度基準値の妥当性検証及び被ばく

線量評価 

農作物の摂取に起因する放射性Cs 及び 90Sr による内

部被ばく線量をそれぞれ推定し、比較検討を実施した。い

ずれについても、介入線量レベルである 1 mSv/年を大幅

に下回っており、また、事故に起因する 90Sr の寄与は極

めて小さく、放射性Cs 以外の放射性核種の寄与を安全側

に考慮して算出した放射性Cs に対する基準値は、妥当で

あったと考えられる。 

なお、採取される山菜などの自生植物中放射性Cs 濃度に

ついては、137Cs 濃度が比較的高い可能性があるが、この

ような食品については、濃度の平均化や摂取量の取り扱い

によって被ばく線量評価結果が大きく変動することに留意

する必要がある。 

 

4. 食品中放射性物質濃度と食品摂取に伴う内部被ばく線

量の評価等に関する知見の評価検討 

今年度の文献調査では、主要な国際機関と欧米を中心と

した諸外国における汚染率の設定および少量消費食品に

対する対応を調査した。汚染率や少量消費食品について

は、機関や国ごとに考え方が異なり、基準値の設定は一律

でなかった。欧米以外の諸外国についても調査し、情報を

整理することが、日本の基準値の妥当性を考えるうえで有

用であると考えられる。 
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